




【決算概要（連結）】

○それでは、平成２７年３月期の第２四半期決算の連結決算の概要をご説明します。

○まず営業収益につきまして、ビジネス、観光ともにご利用が順調に推移したことにより、当社

の運輸収入は対前年１１９億円の増となりました。一方で、グループ会社については減収となり

ましたが、連結営業収益全体では対前年２４億円の増となりました。

○営業費用は、グループ会社である日本車輌の売上原価が減少しましたが、電気料金値上げ

や新幹線大規模改修 事の進捗等による当社の物件費の増や 昨年 月に走行試験を再開や新幹線大規模改修工事の進捗等による当社の物件費の増や、昨年８月に走行試験を再開

した山梨リニア実験線の減価償却費の増などにより、対前年１１７億円の増となりました。

○営業外損益は、支払利息の減の他、長期債務の早期返済損の減等により、対前年８４億円

の改善となりました。

○上期は営業利益、経常利益ベースでは減益となりましたが、四半期純利益は、前年度末で

の復興特別法人税の廃止や試験研究費の税額控除額の増加等により、法人税等が減少した

結果、対前年７４億円の増加となりました。

○なお、上期の特別損失については、２８日に適時開示しました、日本車輌の関係会社株式評

価損を計上しています。



【決算概要（連結・セグメント別）】

○続いて各セグメントの対前年の増減についてご説明いたします。

○運輸業は、当社の運輸収入が増加したものの、電気料金の値上げや新幹線大規模改修工

事の進捗等に伴う物件費の増、山梨リニア実験線の減価償却費の増加等により、増収減益で

す。

○流通業は、ＪＲ東海髙島屋やＪＲ東海パッセンジャーズの売上増等により、増収増益です。

○不動産業は、ＪＲセントラルビルの減価償却費の減等により増益です。

○最後にその他のセグメントにつきましては、日本車輌における台湾向け鉄道車両の売上減

等の一方、売上原価等の減により、減収増益となりました。



【決算概要（単体）】

○次に、ＪＲ東海単体の決算についてご説明します。

○まず 営業収益は 運輸収入が対前年 億円増加した結果 対前年 億円 増となりま○まず、営業収益は、運輸収入が対前年１１９億円増加した結果、対前年１２７億円の増となりま

した。

○続いて、営業費用についてご説明します。

○人件費は、ＪＲグループ健康保険組合の保険料率の引き上げなどにより、対前年５億円の増

となりました。

○動力費は、燃料価格増や中部電力の値上げ等により、対前年２１億円の増となりました。

○修繕費は、大規模改修工事の進捗に加え、山梨リニア実験線関連の試験研究費が増加した

結果、対前年７４億円の増となりました。大規模改修工事に伴う費用計上は３９億円で、対前年３

８億円の増となりました。

○業務費は、広告宣伝費等の増加により、対前年７億円の増となりました。

○減価償却費は、新幹線車両や地上設備等の償却費が減少した一方で、昨年８月に走行試験○減価償却費 、新幹線車両 設備等 償却費 減少 方 、昨年 月 走行試験

を再開した山梨リニア実験線の減価償却費が上期で１８０億円増加したため、対前年１１１億円

の増となりました。

○これらの結果、営業利益は対前年９３億円の減、経常利益は支払利息、長期債務早期返済損

の減少等により、対前年１２億円の減となりました。なお、四半期純利益は、前年度末での復興

特別法人税の廃止や試験研究費の税額控除額の増加等により、法人税等が減少した結果、対

前年で８５億円の増となりました。

○私からの説明は以上です。





【足元の輸送動向】

○私からは、まず東海道新幹線の輸送状況を断面輸送量でご説明します。

○東海道新幹線のご利用は 過去最高であ た昨年実績を上回るペ スで推移し 上期全体○東海道新幹線のご利用は、過去最高であった昨年実績を上回るペースで推移し、上期全体

で前年比１０２％となりました。曜日別では、ビジネス利用の多い平日が１０３％、観光利用の

多い土休日が１０２％でした。

○昨年は伊勢神宮の式年遷宮や東京ディズニーリゾート３０周年などのイベントの多かったこ

とから、実績を維持できるか心配なスタートではありましたが、上期は引き続き景気に下支えさ

れたビジネス需要と ＵＳＪなどをはじめとした観光需要により 輸送量は堅調に推移しましたれたビジネス需要と、ＵＳＪなどをはじめとした観光需要により、輸送量は堅調に推移しました。

○とりわけ、最多客期などには、「のぞみ１０本ダイヤ」を活用した弾力的な列車設定で、需要

を取り込むことができました。

○加えて、本年は東海道新幹線開業５０周年に当たることから、感謝の気持ちを込めて年度初

から各種の企画に取り組んできたほか、様々な記念旅行商品を発売し、多くのお客様にご利

用いただきました。

○なお、下期に入った１０月も、２度の台風の影響を受けたものの、断面輸送量は２９日までで

前年比１０３％と、トレンドに大きな変化なく、堅調に推移しています。



【平日・土休日別／リーマンショック前との比較】

○ご覧のグラフは、東海道新幹線の平日と土休日のご利用を、それぞれ月別に分析したもの覧 ラ 、東海道新幹線 休 利用を、そ ぞ 月別 分析

で、リーマンショック直前の１年間（平成１９年１１月から平成２０年１０月まで）の各月を１００とし

て指数化したものです。

○まず、観光利用が多くを占める土休日は、平日に比べ、一早くリーマンショック前の水準を回

復しておりました。この点、今年度の上期も、先に述べましたように、東海道新幹線開業５０周

年を契機に、観光需要の喚起に努めてきた結果、引き続きリーマンショック前の水準を安定的

に上回って推移しました。

○一方、ビジネス利用が大半を占める平日についても、昨年度の夏頃から、ようやくリーマンシ

ョック前の水準を越えるまでに回復してきました。そして、今年度の上期もそのトレンドは続いて

います。単発ではなく、約１年間にわたりリーマン前の水準に戻り、堅調に推移しております。

○こうした結果、当社の運輸収入について、上期は過去最高だった昨年の実績を上回り、過去

最高を更新しております。



【通期業績予想の修正（単体）】

○次に、当社単体の通期業績予想の修正についてご説明します。

○運輸収入については、期初では、前年度実績と同額を見込んでスタートしました。これに対し、

上期の運輸収入は、対前年、対予想とも１１９億円の増となりました。下期は、前回予想通りとし

、通期の予想は、上期実績の前回予想からの増収分１１９億円を上乗せし、１兆２，２６８億円と

見込んでおります。

○営業費用に い は 前回予想から 億円の減を見込ん いますが 大半が見込差 す○営業費用については、前回予想から４０億円の減を見込んでいますが、大半が見込差です。

○営業外損益は前回予想から８０億円マイナスとなっています。これは更なる経営体力の強化を

図るため、下期に新たに社債の早期償還を計画したことに伴なうものです。

○長期債務について、単体では当初１，２００億円の縮減見込であったところ、８００億円を上積

みし、２，０００億円の縮減を達成する計画に改めます。

○この結果、経常利益は前回予想に対して８０億円増の３，６７０億円、当期純利益は５０億円増

の２，５６０億円と見込んでおります。



【通期業績予想の修正（連結・セグメント別）】

○続いて、連結の業績予想について、ご説明します。

○営業収益は、当社の運輸収入の増に加え、ＪＲ東海髙島屋の売上増等を織り込み、連結全体

では前回予想に対して１５０億円増の１兆６，５１０億円を見込んでおります。

○営業費用は先にご説明しました通り単体で減少したことから、ＪＲ東海高島屋等における売上

原価増などを織り込んでも、連結全体で１０億円減の１兆１，７６０億円を見込んでおります。

○その結果、営業利益は１６０億円増の４，７５０億円を見込んでおります。

○営業外損益は、ＪＲ東海における営業外費用の８０億円の増加を織り込み、この結果、経常利

益は前回予想から８０億円増の３，９６０億円。そして、先ほど上期の決算で触れた日本車両の

特損を織り込んで、当期純利益は３０億円増の２，６８０億円と見込んでおります。



【主な施策展開１】

○続いて、現在進めている主な施策の進捗について、簡単にご紹介します。



【主な施策展開２】

○まず、東海道新幹線の大規模改修工事は２年目に入りました。

前回も申し上げましたが １０年間を見通して 大きく２段階の方式で行 ています前回も申し上げましたが、１０年間を見通して、大きく２段階の方式で行っています。

簡単にご説明しますと、まず土木構造物の経年によるひび割れなどの変状の発生自体を抑

止することで構造物の延命化を実現する対策（変状発生抑止対策）を先行して実施し、その

後、構造物の状態をよく観察し、必要であれば、桁の取替などの全般的な改修を適切な時期

に実施することとしています。

第１段階の変状発生抑止対策として、昨年度からの３年間の工事費で総額９３０億円、本年

度は３５０億円（うち 費用計上は２５０億円程度）を予定しております度は３５０億円（うち、費用計上は２５０億円程度）を予定しております。

○また、地震対策としては、脱線・逸脱防止対策のほか、新幹線の橋脚や在来線の高架橋柱

等の耐震補強について、引き続き着実に進めました。

○車両については、Ｎ７００Ａを平成２８年度までに合計３１編成投入することとしており、今年

全９月末現在で合計１６編成の運用を開始しています。一方、既存のＮ７００系全８０編成につい

ても、Ｎ７００Ａに採用されている機能の一部を取り込む改造工事を実施しており、今年９月末

現在で合計５２編成の改造を完了しています。

○これらの車両は、来年春に予定している最高速度時速２７０ｋｍから時速２８５ｋｍへの速度

向上に対応しています。時速２８５ｋｍへの速度向上については、すでに７月１４日に国土交

通大臣の認可を受けており、下期も引き続き、乗務員の訓練等、必要な準備を着実に進めて

まいりますまいります。



【主な施策展開３】

○営業施策の強化については、東海道新幹線開業５０周年に際し、感謝の気持ちを込めて、お

得な記念商品の発売や当社グループを挙げた各種イベントの開催を行い 多くのお客様にご利得な記念商品の発売や当社グル プを挙げた各種イベントの開催を行い、多くのお客様にご利

用頂きました。引き続き、京都・奈良等の恒久的な観光資源を活かした商品の発売等、様々な営

業施策を強化し、収益の拡大に努めてまいります。

○鉄道以外の事業として、ＪＲゲートタワーの建設工事は今年７月末に地下の杭工事も無事完

了し、その後も工程通り順調に進捗しておりまして、９月からは本格的に地上部分が立ち上がっ

てきております。 各事業についても順調にリーシングや事業内容の計画深度化を進めており、てきております。 各事業に ても順調にリ シングや事業内容の計画深度化を進めており、

平成２８年１１月のオフィス入居開始、平成２９年４月のタカシマヤとホテルの開業に向け、着実

に準備を進めてまいります。

○また、多くの国や地域の方に「Crash Avoidance」の原則に基づく日本型高速鉄道システムへ

の理解を深めて頂くため、４月に国際高速鉄道協会、略称ＩＨＲＡを設立し、１０月２２日にはＩＨＲ

ＡとＪＲ西日本、ＪＲ九州と共同で高速鉄道国際会議を開催しました。



【中央新幹線計画の進捗】

○当社は、平成２３年５月に全国新幹線鉄道整備法（以下「全幹法」）第８条に基づく建設の指

示を受けて以降、第一局面として進める東京都・名古屋市間において、環境影響評価の手続

きを進め、平成２６年８月２６日に国土交通大臣、関係する都県知事及び市区町村長に最終的

な環境影響評価書を送付しました。また、環境影響評価の手続きと並行し、全幹法第９条に基

づく工事実施計画の認可申請に必要な準備を進め、最終的な評価書の送付と同日、国土交通

大臣に工事実施計画の認可申請を行い、１０月１７日に国土交通大臣から認可を受けました。

○認可を受け、１０月２７日より、沿線４７市区町村において順次事業説明会を開催し、事業の

内容について説明しています。その後、測量、用地取得、工事説明会などをした後、建設をスタ

ートさせていくことになります。

○日本の大動脈輸送の二重系化を実現するプロジェクトがいよいよ建設の段階に入っていき

ます 係者 ご 解 ご協 を ただきなが 安全 境 地域 連携を重視ますので、関係者のご理解やご協力をいただきながら、安全と環境、地域との連携を重視して

、早期実現に向けて取り組んでまいります。



【超電導リニア技術のブラッシュアップおよびコストダウン】

○山梨リニア実験線では 営業線仕様の車両 設備により最長１２両編成での長距離走行試○山梨リニア実験線では、営業線仕様の車両・設備により最長１２両編成での長距離走行試

験を実施しました。引き続き、超電導リニア技術のブラッシュアップやコストダウン等に取り組ん

でまいります。

○なお、超電導リニア体験乗車については、１１月と１２月に計８日間にわたり実施致します。

今後については、来年３月にも実施する予定です。

○私からの説明は以上です。






